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リチウムイオン電池のリサイクル 
     （共同回収スキームの検討状況） 

平成２４年８月１０日 
一般社団法人日本自動車工業会 

平成２４年度 産構審・中環審 合同会議資料 
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電池リサイクル分科会 

自工会内の体制整備 

リサイクル・廃棄物部会 

環境委員会 

・自工会内に専門の分科会を設置し、共同スキームについて検討中 

電池リサイクル分科会には「日本自動車輸入組合（事務局及びインポーター２社が代表として参加）」が
オブザーバー参加しており、輸入車インポーターとも連携した体制としている。 
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各社の回収・リサイクルマニュアル(例) 
3 

トヨタ自動車㈱ 日産自動車㈱ 三菱自動車工業㈱ 

・現状 各社毎にリチウムイオン電池回収スキームを構築し、回収中 

（細部スキームは別添参考資料参照） 



各社の周知活動（例） 

解体事業者と最も関連の深い自再協のHPと各社HPをリンクさせ、
取り扱いマニュアルを掲載 

 http://www.jarp.org/index.html 
 

4 

http://www.jarp.org/index.html�
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電池発生量予測と今後の検討の方向 
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 2015年頃までほとんど 
  発生はない。 
 （補助金条件等が理由※）  
 

個社回収スキーム対応中 

2015年～2020年頃は 
年々数百台規模で増加。  

2020年頃から発生
量が急激に増加。 

フェーズ１ フェーズ２ 

2010年 2011年 

５６個 
東日本大震災 
によるものが主 

※補助金制度活用購入者 廃車期間制限例 
  自家用軽自動車4年、自家用普通・小型自動車6年以内に廃棄する場合は、補助金を 
  返還する規定があるため、大破、天災以外の事由で廃車になりにくい。 

・現在、定常的な発生はなく、各社回収スキームで対応中 
・2015年以降 徐々に発生、 2020年以降に発生量増の見込み 
 ・共同ｽｷｰﾑは、ﾌｪｰｽﾞ0～１で検証を行い、要否も含め最終判断 
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回収スキームの基本的な考え方 

解体事業者（使用済電池ﾕﾆｯﾄ取外し） 

共同回収ｽｷｰﾑ 管理法人（総合管理） 

自動車ﾒｰｶｰ・ｲﾝﾎﾟｰﾀｰ 

契約 

運送会社 
（使用済み電池引取り） 
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・自動車メーカー等の委託による共同回収スキーム管理法人    
での引き取りと再資源化（ﾘﾕｰｽは各社の取り組み） 
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再資源化施設検討状況 

は現地調査を行い、候補に挙げた施設、◎は候補に挙げたが
震災影響により現地調査未了の施設  

製錬 

電炉 

焼却 

分類 候補施設 

② Ｃ社 

④ Ｆ社 

⑧ Ｇ社 

⑦ Ａ社 

⑥ Ｄ社 

③ Ｅ社 

① ⑤Ｂ社 

特徴 

・放電、分解の前処理が不要 

・高度な資源回収が可能 

・放電、分解の前処理が必要 

・放電の前処理が不要 
・炉投入口サイズにより、分解
の前処理が必要 

・使用済ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池大量処理の 
 設備負荷耐性は検証が必要 

・ＬＩＢ大量処理の設備負荷耐性は 
 検証が必要 

（注）西日本に施設が集中しているが、今後の活動で対応施設開拓の可能性あり。 
  使用済リチウムイオン電池の発生により、試験を実施しながら候補を増やしていく。 

・施設の現地調査・ﾋﾔﾘﾝｸﾞ等から、処理技術別に候補施設選定 

・今後、使用済電池による再資源化の実証テスト等が必要 
（7社・８施設） 

候補施設ロケーション 

① 

② 

③ ④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 



8  検証項目とスケジュール 
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